
警視庁職員互助組合 

 

第１ 監査の目的 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第７項に基づき、都が補助金交付の財政援

助を行っている団体に対して、補助金に係る会計経理等は適正に行われているか、財政援助に係

る事業は目的に沿って適切に執行されているか、監査を実施する。 

 

第２ 監査の対象 

１ 監査対象団体及び局 

区分 監査の対象 実地監査期間 監査の範囲 

団体 警視庁職員互助組合 
平成 29年 11月１日及び

同月２日 

平成 27年度（平成 27.4.1

～平成 28.3.31）及び平成

28年度（平成 28.4.1～平

成 29.3.31）の補助対象事

業 

局 警視庁 
平成 29年 10月 31日及び

同年 11月７日 

 

２ 団体の概要 

設立の目的 
警視庁職員互助組合に関する条例（昭和 36年東京都条例第 38号）に基づ

き、警視庁職員等の福利厚生を目的として設立 

主な沿革 
昭和 36 年４月 東京都警察職員互助組合設立 

平成６年４月  警視庁職員互助組合(以下「互助組合」という。)に改称 

事業の概要 
・ 給付事業 

・ その他の福利厚生を目的とする事業 

所 在 地 東京都千代田区霞が関二丁目１番１号 

組 織 事務局 

人 員 

役員 11 名 

（理事長１名、理事８名、監事２名（うち理事１名を除く 10名は非常勤）） 

職員 51 名 

都

と

の

関

係 

補助金（表１） 
２億 617 万余円（平成 27年度交付額） 

２億 607 万余円（平成 28年度交付額） 

財産の貸付（表２） 土地（88.22㎡）及び建物（1,927.01㎡）を使用許可 

職員の派遣等 
常勤役員１名が都退職者 

常勤職員 41 名を都から派遣 

（注）上記数値等は平成２９年３月３１日現在 
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（表１）補助金の交付状況                          （単位：千円） 

補助金名 根拠 
補助対象 

（補助率） 

交付額 

平  成 
26年度 

平  成 
27年度 

平  成 
28年度 

警視庁職員互助

組合交付金 

警視庁職員互助組合

交付金交付要綱 

組合員の福利厚生に
要する経費 
（補助率：10/10以内） 

170,508 206,176 206,070 

（注）平成２６年度は組合員の給料月額の０．９／１，０００を交付した。 

 

（表２）公有財産の貸付状況                       （単位：㎡、千円） 

分類 施設名 目的 
種類 

使用料 

（年額） 土地 建物 

行政財産 

警視庁本部庁舎 

売店 ― 282.62 ― 

現金自動預入払機 ― 0.50 23 

自動販売機（飲料水等） ― 23.02 ― 

自動販売機（たばこ） ― 0.85 41 

多摩総合庁舎 
売店 ― 71.85 ― 

自動販売機（飲料水等） ― 13.42 ― 

警察署等 
自動販売機（飲料水等） 88.22 1,504.22 ― 

自動販売機（たばこ） ― 30.53 632 

  （注）売店及び自動販売機(飲料水等)については、職員の福利厚生のため使用料を免除している。      

 

第３ 監査の結果 

１ 補助対象事業の執行に関する事項 

（１）監査の観点 

本監査では、互助組合の補助対象事業について、主に、警視庁職員互助組合交付金交付要綱

に定める交付目的に沿って、適正かつ効果的に行われているかなどの観点から、総勘定元帳、

伝票、証ひょう等を抽出により検証した。 

 （２）事業実績 

互助組合は、育児、介護、資格取得及び心の健康づくりを支援する「ワーク・ライフ支援事

業」、機動隊スポーツクラブの活動を支援する「首都警察官の心身鍛錬助成事業」及び宿泊施設

等の利用を支援する「福利厚生施設利用支援事業」を実施している。 

 

補助対象事業の執行に関する事項は以上のとおりであり、監査を実施した限りにおいて、補助

金に係る会計経理等は適正に行われており、事業は財政援助の目的に沿って執行されていると認

められる。 
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第４ 補助対象事業の概要 

１ 事業実績 

（単位：千円） 

事業名 
実績 

平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 

ワーク・ライフ支援事業 （注１） ― 145,000 148,028 

育児支援事業 17,775 ― ― 

介護支援事業 18,798 ― ― 

健康管理対策事業 77,952 ― ― 

首都警察官の心身鍛錬助成事業 （注２） 18,498 24,742 29,822 

福利厚生施設利用支援事業 （注３） 15,088 17,582 17,508 

交付金事業管理費 ― 19,323 11,139 

（注１）平成２６年度の育児支援事業、介護支援事業等を拡充し、平成２７年度からワーク・ラ

イフ支援事業として実施した。 
（注２）平成２６年度は、体育レク活動助成事業の名称で実施した。 

  （注３）平成２６年度は、保健施設運営事業の名称で実施した。 
 

２ 主な実績 

事業名 
実績 

平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 

ワーク・ライフ

支援事業 
 

育休復帰支援講座(2回) 

子育てイベント(4回) 

保育サービス割引(998 件) 

介護実践講座(20回) 

心の健康相談(108件) 

資格取得助成(94件) 

育休復帰支援講座(2回) 

子育てイベント(4回) 

保育サービス割引(1,868件) 

介護実践講座(20回) 

心の健康相談(286件) 

資格取得助成(151件) 

有識者講演(25回) 

育児支援事業 

育休復帰支援講座(2回) 

子育てイベント(4回) 

保育サービス割引(152 件) 

  

介護支援事業 介護実践講座(20回)   

健康管理対策

事業 

健康管理用品の配布 

血清アミラーゼ検査料補助 
  

首都警察官の

心身鍛錬助成

事業 

厚生課スポーツクラブ(6 ク

ラブ)及び機動隊スポーツク

ラブ(15クラブ)の加盟・登録

料、大会参加料、施設使用料 

機動隊スポーツクラブ(15 ク

ラブ)の加盟・登録料、大会参

加料、施設使用料 

機動隊スポーツクラブ(15 ク

ラブ)の加盟・登録料、大会参

加料、施設使用料 

福利厚生施設

利用支援事業 

福利厚生施設(リゾート施設

2、テニス施設 1)の年会費、

予約代行料 

福利厚生施設(リゾート施設

3、テニス施設 1)の年会費、

予約代行料 

福利厚生施設(リゾート施設

3、テニス施設 1)の年会費、

予約代行料 

交付金事業 

管理費 
 

電話回線使用料、電算システ

ムの維持管理経費 

電話回線使用料、電算システ

ムの維持管理経費 
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